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令 和 ６ 年 ３ 月 ４ 日 

総 務 委 員 会  報 告 資 料 ９ 

行政管理部人材育成推進担当課 

 

コンプライアンス特別プロジェクトチームについて 

 

１ 目的 

  令和５年 12月 20日付で懲戒処分を行った公金の着服事件を受け、現金管理について全庁調査を行

うとともに、現在の危機管理・コンプライアンス体制について検証し、更なるコンプライアンスの推

進等に向けた方向性を示す。 

 

２ 構成員 

 委員長    小林副市長 

 副委員長   田中副市長 

 委員     行政管理部長、会計管理者、企画政策課長、総務課長、人事課長、 

人材育成推進担当課長、文書法政課長、生活安全課長 

 事務局    行政管理部人材育成推進担当課 

 

３ スケジュール 

 １月１８日  政策会議（特別プロジェクトチーム設置の決定） 

 １月２２日  職員倫理審査会（意見聴取） 

 １月２４日  第１回開催 

 １月３１日  第２回開催 

 ２月１５日  第３回開催 

  ※1/25～2/9まで現金管理に関する調査を実施 

 

４ 検討内容 

（１）現金管理に係る事件の再発防止 

 ①現金取扱いに関する調査について 

現金管理に係る事件の再発防止を図るため、全庁の現金取扱いの有無及び取扱い状況について、調

査を行った。その調査の結果、一部の課において現金取扱いの運用等について不備が見受けられたこ

とから、あわせて改善指導を行った。 

  【調査において確認された不備】 

・マニュアル・手順書が整備されていない。 

・公金等取扱指針に基づくチェックシートが作成されていない、作成されても保存されていない。 

   ・現金と帳簿類の定期的な突き合わせを行っていない。 

   ・金庫の鍵が誰でも取り扱える状態となっている。 等 

  

②再発防止策 

  調査結果に基づき、以下の施策を講じることで、事件の再発防止を図る。 

  【再発防止策】 

   １ 現金を取り扱う場合のマニュアル・手順書の作成（全庁的な整備） 

     ※現金確認時や入金時の複数人によるチェック体制の整備、鍵の取扱い、現金と帳簿類の定

期的なチェック等の必要項目を明示し、その記載について指示する。 

   ２ 公金等取扱指針の周知 

   ３ 現金の取扱い状況に関するチェック体制の構築 

   ４ ＤＸの推進による現金を取り扱わない仕組みへの移行 
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（２）危機管理・コンプライアンス体制の検証 

 ①検証結果 

  現金管理に係る事件の再発防止を図るだけでなく、危機事案の予防、発生時の対応の迅速化等を図

るため、危機管理・コンプライアンス体制について以下の４項目に分け、それぞれ検証を行った。 

  【検証結果】 

項目 制度面の整備（職員倫理、内部通報制度、危機情報管理、業務基準書 等） 

検討

結果 

個々の事業は機能しているが担当課が複数課にまたがっており、より効率的な運用のた

め一体的な推進体制を整備すべき。また、内部統制制度を導入し、内部統制の基本的な枠

組みに基づき既存の取組を整理し、改善・是正を図る必要がある。 

 

項目 庁内体制（コンプライアンス推進委員会、コンプライアンス推進員 等） 

検討

結果 

副市長を統括責任者とする体制は構築されているが、コンプライアンス推進員など役割

や機能を充実・強化する必要があるものもあり、再構築が必要。 

 

項目 計画（コンプライアンス実施計画） 

検討

結果 

実施計画であることから取組を中心に記載しており事業実施に重きが置かれている。コ

ンプライアンスに関する基本方針を別に定める必要がある。 

 

項目 職員への啓発（コンプライアンス・業務点検月間、通知等の発出 等） 

検討

結果 

不正入札事件から 20年が経過し、コンプライアンス・業務点検月間の取組等では更に職

員の意識に浸透するような工夫が必要となっている。啓発の取組にも変化が必要である。 

 

 ②危機管理・コンプライアンス体制の方向性 

  危機管理・コンプライアンス体制の検証結果から、現状のコンプライアンス体制については強化す

る必要がある。令和６年度にコンプライアンス推進課が新設されることから、当該課においてコンプ

ライアンスに関する基本方針を作成し方向性を示したうえで、複数課で所管しているコンプライアン

ス関連業務を一体的に行うとともに、地方自治法に規定されている内部統制制度の導入について検討

することとする。 

【コンプライアンス推進課で行う業務】 

○コンプライアンス推進係 

    ・コンプライアンス基本方針の策定 

    ・コンプライアンス事務 

    ・職員倫理 

    ・兼業許可 

    ・不当要求対応 

・内部通報 

○内部統制係 

    ・内部統制制度の導入 

    ・適正な事務の執行（業務基準書、現金管理のチェック体制の構築等） 


